
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

小中学校給食費無償化事業（物価高
騰対応）

①エネルギー、食料品価格等の価格高騰の影響を受ける
子育て世帯の支援として、小・中学校の給食費の無償化す
ることで、保護者の負担を軽減する。
②小中学校における学校給食費の賄材料費（教職員等を
除く）
③小学校児童分　1,788名×約393円/食×186日＝130,545
千円
 　中学校生徒分     938名×約421円/食×179日＝70,646
千円
　 国/都道府県からの基準額に基づく支援額（102,273千
円）を超える額にたいして充当する
　 合計　98,918千円（全体事業費：201,191千円）
④児童生徒の保護者
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3
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

保育所等副食費無償化事業（物価高
騰対応）

①エネルギー、食料品価格等の価格高騰の影響を受ける
子育て世帯の支援として、保育所・認定こども園等の副食
費を無償化することで、保護者の負担を軽減する。（職員分
等を除く）
②市内に住所を有する3歳児から5歳児の副食費相当額
③市内公立：4,000円×12ヵ月×360人＝17,280千円（歳入
予算）
　 市内私立：4,900円×12ヵ月×230人＝13,524千円（補助
金）
　 市外委託：4,900円×12ヵ月×  20人＝1,176千円（補助
金）
   合計　31,980千円
④児童の保護者
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1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

地域活性化ふれあい商品券事業（物
価高騰対応）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける
市民の消費活動を下支えする生活者支援及び、市内での
消費拡大による市内事業者支援を行うため、プレミアム付
き商品券を発行する
②商品券に係るプレミアム分及び発行に係る事務費
③プレミアム分（25％）　2,500円×50,000セット　125,000千
円
〇委託費 11,500千円
コールセンター　350千円/月×3か月×2人＝2,100千円
コールセンター用PC（レンタル）　200千円
システム利用費　5,000千円
換金業務等事務費　200千円×3名×7か月＝4,200千円
〇通信運搬費　2,450千円
相談窓口用の携帯電話レンタル料　50千円
折込チラシ案内　300千円×4回＝1,200千円
実施店舗募集のチラシ代　150千円
券面購入の当選者に対する引換ハガキ　850千円
ショートメール（振込案内）　200千円
〇印刷費　2,700千円
店舗募集チラシ　200千円
折込用チラシ　800千円
店頭用告知ポスター　500千円
紙商品券印刷代120円×10,000冊＝1,200千円
〇その他事務費
システム利用費　1,250千円
④市民
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⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

地域公共交通等運行継続支援事業
補助金（物価高騰対応）

①エネルギー、食料品価格等の価格高騰の影響を受ける
地域公共交通等事業者の負担の軽減を図るため、支援金
を交付する。
②補助金
③A基本額＋B加算額（台数）
　 高速・路線バス（5社・45台）
　　337千円（A）+4,500千円（B）＝4,837千円
　 貸切バス（4社・42台）
　　282千円（A）+4,200千円（B）＝4,482千円
　 タクシー（2社・17台）
　　300千円（A）+  850千円（B）＝1,150千円
　 運転代行（6社・12台）
　　600千円（A）+　240千円（B）＝  840千円
　 旅客船（1社・3隻）
　　188千円（A）+  563千円（B）＝  751千円
　 トラック（一般貨物）（23社・282台）
　　2,300千円（A）+5,640千円（B）＝7,940千円
　合計20,000千円
④市内に本社または営業所を有する地域公共交通等事業
者及び淡路市、洲本市又は南あわじ市の区域内に道路運
送法第5条第1講第3号に規定する計画に記載された路線
を有する事業者
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